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１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 143,700 1.5 8,621 △ 16.6 7,895 △ 10.9

11年 3月期 141,634 6.8 10,342 28.4 8,859 10.4

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 2,621 46.2 46.85 42.11 4.0 3.7 5.5

11年 3月期 1,792 △ 46.7 32.04 28.09 2.7 4.6 6.3

(注)①持分法投資損益 12年 3月期                -   百万円          11年 3月期               -   百万円

     ②有価証券の評価損益 11,549 百万円 デリバティブ取引の評価損益 △ 803 百万円

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 217,454 65,368 30.1 1,168.21

11年 3月期 205,558 65,563 31.9 1,171.74

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 14,311 △ 9,169 580 59,163

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数       16社   持分法適用非連結子会社数　     0　社   持分法適用関連会社数　    0 　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      5社  （除外）     0　社   持分法（新規）     0　社  （除外）　    0 　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成12年 4月 1日  ～  平成13年 3月31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 75,000 3,450 1,450

通　　期 158,000 7,650 3,550

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           63  円 44  銭
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企業集団の状況

　当グループは提出会社（以下「当社」という。）と子会社19社で構成され、人工腎臓透析器・血液回路・注射筒等の医

家向け各種医療用器具の製造・販売、医薬品の製造・販売、および医薬用硝子・魔法瓶用硝子等各種器材品の仕入・販売

（一部につき製造・販売）ならびに近畿地区において食料品を主とするスーパーマーケットとドラッグストアを展開する

とともに、スポーツクラブの経営をしております。

＜医療部門＞

　国内1社、在外4社の連結子会社が製造する医療用器具を当社が仕入れると共に、当社の大館工場で同種製品を製造し、

主に国内市場向けには連結子会社である㈱ニプロへ販売し、外国市場向けには当社が直接販売すると共に、在外連結・非

連結子会社が当社からの仕入商品の販売を担当しております。

(連結子会社)

製造：ニプロ医工㈱、ニッショーニプロコーポレーション、福州尼普洛有限公司、尼普洛(上海)有限公司、ニプロ

　　　メディカルLTDA.

販売：㈱ニプロ(国内)、ニッショーニプロヨーロッパN.V.(ヨーロッパ地域)、ニプロメディカルコーポレーション

　　　(北中南米地域)、ニプロメディカルパナマS.A.(パナマ)、ニプロメディカルメキシコS.A DE C.V(メキシコ)

(非連結子会社)

販売：ニッショーニプロアジアPTE LTD(東南アジア、中東地域)

　なお、ニッショーニプロコーポレーションとニプロメディカルLTDA．はそれぞれタイ、ブラジル国内にて製造と共に販

売を行っております。

　また、1999年10月には糖尿病関連商品の開発・販売を目的としてアメリカ合衆国フロリダ州に非連結子会社ニプロダイ

アビーティーズシステム,INC．を設立いたしました。インシュリンポンプ等の携帯用糖尿病関連商品の開発に努め、2001

年の販売開始を予定しております。

＜医薬品部門＞

　当社および連結子会社である菱山製薬㈱が製造し、当社および連結子会社である㈱ニプロ、菱山製薬販売㈱が供給を受

け、医薬品メーカー、医薬品卸等へ販売しております。

＜器材部門＞

　当社が関西地区で硝子管を販売すると共に硝子製品の製造販売を行い、関東地区で連結子会社である新和商事㈱が当社

より原材料である硝子管を購入し、硝子製品の製造販売を行っております。

　また、在外連結子会社である上海日硝保温瓶胆有限公司は、魔法瓶の中瓶ならびに硝子製品等を製造し、中華人民共和

国内にて販売すると共に、中国国外への輸出も行っております。

＜ストア部門＞

　当社のストア部門では近畿地区で生鮮食品を中心として食料品等を販売しております。

　また、連結子会社である㈱ニッショードラッグは近畿地区で医薬品・日用雑貨等の販売を主とするドラッグストアを展

開しております。

＜その他部門＞

スポーツクラブの経営……㈱ニッショーアルダー

グループ各社向けの損害保険代理業……ニッショー保険サービス㈱

不動産賃貸業　　　　……サンリ興産㈱

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ ﾊ ﾟ ﾅ ﾏ S.A. ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺS.A DE C.V
医 療 用 器 具 の 販 売 医 療 用 器 具 の 販 売
             
         　　　　　　    医療用器具の販売

ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞ ｨ ｶ ﾙ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ﾆ ﾌﾟ ﾛｺ ｰﾎ ﾟﾚ ｰｼ ｮﾝ
医 療 用 器 具 の 販 売 医療用器具の製造販売

医 医
療 療

ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾖ ｰ ﾛ ｯ ﾊ ﾟ N.V. 用 用 福 州 尼 普 洛 有 限 公 司
医 療 用 器 具 の 販 売 器 器 医 療 用 器 具 の 製 造

具 具 医 
の 材 療 

ﾆｯｼｮｰﾆﾌﾟﾛｱｼﾞｱ PTE LTD 販 料 尼普洛(上海)有限公司 用 

医 療 用 器 具 の 販 売 売 ㈱ニッショー㈱ニッショー㈱ニッショー㈱ニッショー の 医 療 用 器 具 の 製 造 器 
販 具 
売 の

㈱　ニ　　　プ　　　ロ ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ LTDA. 仕
医療用器具及び医薬品の販売 医療用器具の製造販売 入

医 医　療　部　門
薬
品 ニ プ ロ 医 工 ㈱
の 医 療 用 器 具 の 製 造
販
売

　　　　　　医薬品材料の販売
医 薬 品 部 門

菱 山 製 薬 ㈱ 　　　硝子材料の販売
医 薬 品 の 製 造医薬品の仕入

器　材　部　門 新 和 商 事 ㈱
　　　　　　医薬品の販売 硝 子 製 品 の 製 造 販 売

　　
菱 山 製 薬 販 売 ㈱ 　　　硝子製品の仕入

医 薬 品 の 販 売

ス ト ア 部 門

そ　　の　　他

上海日硝保温瓶胆有限公司 ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.
硝 子 製 品 の 製 造 販 売 糖尿病関連商品の開発･販売

(注)
㈱ ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ﾄ ﾞ ﾗ ｯ ｸ ﾞ ﾆｯｼｮｰ 保 険 ｻｰﾋﾞｽ ㈱ 連 結 子 会 社
医薬品・日用雑貨等の販売 損 害 保 険 代 理 業

非 連 結 子 会 社

㈱ ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ｱ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ サ ン リ 興 産（株） そ の 他 の 関 係 会 社
ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ ｸ ﾗ ﾌ ﾞ の 経 営 不 動 産 賃 貸 業
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経営方針

１．経営の基本方針

当社は、安定と成長の両立を目指す経営を基本としております。安定は単年度

において確実に利益を計上することによって得られるものであり、成長は投資活

動や研究開発活動に伴う事業の拡大によってもたらされるものと考えております｡

従いまして、常に既存製品の品質向上及び海外市場への販路開拓などに努め、

経費削減についても徹底化を図りつつ、安定的利益の確保に取り組むとともに、

技術開発力の強化と研究開発活動を積極的に行い、独自性のある高付加価値製品

を開発し、独創的で活力ある事業展開を行うことにより、長期的成長発展を志向

しております｡

２．利益配分に関する基本方針

当社は、株主各位に対する利益還元を経営の最重要施策の一つとして位置づけ

ております。従いまして、会社が株主・従業員・経営者の三者で構成されている

というところから、配当につきましては、配当性向５０％の方針を堅持しており

ます。また従業員に対しましては、業績にスライドした賞与を支給する制度を導

入しており、２００１年にはさらに部門別業績スライド制へ移行する方針であり

ます。経営者への利益配分につきましては、もとより業績により算定しておりま

す｡

内部留保資金につきましては、医療部門における既存工場の合理化並びにスト

ア部門における新規出店に備えるとともに、研究開発活動にも投入し、一層の事

業拡大を図る所存であります｡

３．中長期的な経営戦略

当社は、長期的な経営戦略として２０１０年には､売上高を３０００億円､経常

利益を２００億円、さらにはＲＯＥを１０％にする目標を掲げております。また、

これらの目標を達成するための経営の仕組みとして、株主・従業員・経営者への

利益配分ルールを設定し実施しておりますが、このことは三者の責任と利害の一

致を明確にすることとなり、自ずと業績を向上させる方向へ進むことになります。

従いまして、短期的な収益の確保により安定を得ることができ、バランスのとれ

た研究開発投資と相俟って、長期的な成長を図ることが可能となります。

また、西暦２０００年ミレニアムの年を迎え、企業体の一段の飛躍を期すべく、

平成１３年４月１日を目途に、販売子会社である株式会社ニプロと製造子会社で

あるニプロ医工株式会社を吸収合併し、社名を医療用器具のブランド名"ニプロ"

にちなんでニプロ株式会社に変更するとともに、ストア部門を分社化し社名を株

式会社ニッショーとする予定であります。これらの事業再編により、当社は医療

部門を中核事業として位置づけ、医療用器具の研究開発から製造・販売までを一

体運営することにより、製品開発の迅速化や間接コストの削減を図るとともに、

研究開発に力点を置いた高品質志向の医療用器具メーカーとしての企業イメージ

を鮮明に打ち出してまいりたいと存じております。

４．対処すべき課題

医療部門におきましては、主力製品のダイアライザー等透析関連製品に特に力

を入れ、今後とも品質の追求、市場ニーズへの対応、新製品の開発及び研究開発

の推進等によりこの分野におけるシェアの維持・拡大を図りたいと考えておりま

す｡

またディスポーザブル関連製品では今後循環器内科及び心臓外科関連製品へも

範囲を広げる方針で、ＰＴＣＡカテーテル、ステント、人工肺及び補助人工心臓

装置等の開発導入を進め、高度な医療技術の進歩に貢献する高付加価値製品の開

発による収益拡大を図ってまいります。また激化する国際競争に対抗するため、
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世界ネットワークの形成にも力を入れてまいります。このため既にタイ・中国・

ブラジルで生産を開始しておりますが、アジア・アメリカ・ヨーロッパに設立し

た販売拠点を核として、世界のあらゆる地域への販路開拓も行ってまいります。

特に今後は中国市場への本格的な展開も積極的に図ってまいります。また当期か

ら連結子会社となりましたニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ．は現在までにヨ

ーロッパ各国に支店を開設しており、今後も販売体制を一層強化する方針であり

ます｡

医薬品部門におきましては、輸液の分野に特化して新薬開発及び関連製品の開

発を進めてまいりますが、当面は薬剤と医療用器具を組み合わせ、臨床現場の簡

便性を重視したキット製品などＤＤＳ（ドラッグ･デリバリー・システム)の開発

に重点をおき、他の製薬メーカーとも緊密な関係を保ちながら医薬品事業を発展

させてまいります｡

器材部門におきましては、魔法瓶中瓶や医薬品用アンプル管、錠剤管などのガ

ラス製品を主に扱っておりますが、これらの国内市場は既に成熟しており今後の

成長は望めない状況にあります。しかしながら、当社は世界に通用する圧倒的な

技術力を保持しておりますので、魔法瓶中瓶につきましては、当期より連結子会

社となりました中国の上海日硝保温瓶胆有限公司での生産を通じ低コスト化・高

品質化を図るなど、すべての条件を整え世界市場を席巻したいと考えております。

またアンプル管、錠剤管につきましても、国内市場では哺乳瓶類をはじめ大型管

瓶が評価され、また海外では製品の品質の高さが評価されており、今後、ヨーロ

ッパや東南アジアへの輸出を足掛かりに、魔法瓶中瓶と同様、コスト競争力をつ

け積極的に世界市場へ進出していきたいと考えております｡

ストア部門におきましては、品質の良い商品の提供はもちろんのこと、少子化

・高齢化に伴う利便性・簡便性の提供としての商品の充実や、顧客ニーズを先取

りした商品の開発並びにより利益率の高い商品の開発を積極的に行ってまいりま

す。また新店につきましては、本年６月に施行されます大店立地法の関係からも、

平成１３年１月までに大型店４店舗を開店する予定であります。一方小型店の不

採算店舗につきましては、撤退も視野に入れた収益重視の経営を進めてまいりま

す。

経営成績

１．当期の概況

当期の我が国経済は、公共投資や金融緩和政策、並びに情報技術関連投資の改

善等に支えられ、二極分化の様相を呈しつつも、漸次回復の方向に進み始めまし

た。しかしながら、雇用・所得環境が依然として厳しい状況にあるところから、

本格的な個人消費の回復が見られず、予断を許さない状況のうちに推移致しまし

た｡

このような状況下で、当社は引き続き技術開発力の強化と研究開発活動に努め

るとともに、積極的な販売展開と経費削減を徹底してまいりました｡

この結果、当期の連結売上高は１，４３７億００百万円（前期比１．５％増）、

連結営業利益は８６億２１百万円（前期比１６．６％減）、連結経常利益は７８

億９５百万円（前期比１０．９％減）、連結当期純利益は２６億２１百万円（前

期比４６．２％増）となりました｡

以下部門別の概況についてご報告申しあげます｡

（１）医療部門

医療部門におきましては、国内では医療費の抑制策が一段と強化されており、
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また海外では外国製品との販売競争が熾烈化するなど、価格競争がさらに激化し

ており、国内外ともに市場環境が厳しい状況のうちに推移致しました｡

このような状況下で、当部門は生産力及び販売力の一層の強化を図り、特に国

際競争力を強化するため、海外の生産拠点の拡充及び販売拠点の増強に努めるほ

か、国際規格に適合した品質保証システムの充実に取り組むとともに、人工腎臓

用、注射・輸液用・循環器治療用の新製品の開発と市場開拓など積極的な事業展

開を推進してまいりました。

この結果、当部門の売上高は６５７億１８百万円（前期比１．５％増）となり

ました。

（２）医薬品部門

医薬品部門におきましては、医療費の抑制策の強化により販売競争が一層激化

する市場環境のもとに推移致しました。

この様な状況下で、当部門は引き続き研究開発体制の強化、生産及び販売体制

の拡充並びに注射剤溶解キット製品、人工腎臓用透析液粉末薬剤などの販売強化

に努めてまいりました。

この結果、当部門の売上高は１３４億７７百万円（前期比１２．６％増）とな

りました｡

（３）器材部門

器材部門におきましては、当期も引き続き既存商品の販売拡充と新製品の開発

に努めてまいりました。

医薬用硝子では、アンプル管が一部プラスチックアンプルへの転化や輸液用バ

ッグの増加などに加え、他の輸入品の競合などもあり減少しましたが、管瓶は哺

乳瓶を始め大型管瓶を中心に医薬用、理化学用管瓶が増加し、好調のうちに推移

致しました。一方、硝子器材では魔法瓶用中瓶が円高の影響で輸出向けが低調に

推移しましたが、照明用硝子では液晶用関係の新素材が好調に推移し、また新し

くカラー硝子を使用した電球製品が評価を受け順調に推移しており、その延長線

上で新しく開発した輸出用ウエッジ球の販売展開を行い、環境問題からカドミュ

ウム・セレンを含まないアンバー硝子の開発推進を行うなど拡販に努めてまいり

ました。また家庭日用品は長引く消費低迷の影響を受け減少しました。

この結果、当部門の売上高は１２０億２１百万円（前期比１．０％増）とな

りました｡

（４）ストア部門

ストア部門におきましては、景気低迷が続くなか、より一層深刻化する雇用不

安などから、個人消費の回復は依然として望めない状況にあり、加えて大店立地

法施行前の出店ラッシュによる競争激化などの影響もあって、当期も大変厳しい

状況で推移致しました。

このような状況下、平成１１年６月６日大阪府吹田市に「緑地公園店」、同じ

く１２月３日大阪市阿倍野区に「あべの店」を新規出店し、また連結子会社であ

る株式会社ニッショードラッグにおきましても当期中に１１店舗の新規出店を行

い、いずれも開店後は地域のお客様のご支持を受け、好調な売上推移となってお

ります。しかし、前期末に３店舗（三国店、五月が丘店、茨木店）、今期平成１

１年１１月１４日に小型店１店舗（旭ヶ丘店）を閉鎖したことによる売上減少な

どもあり、当部門の売上高は５１０億３３百万円（前期比０．３％減）となりま

した。

（５）その他部門

その他部門は、主に医療用器具製造機械の販売、不動産賃貸料、スポーツクラ

ブの会費収入等により、売上高は１４億４８百万円（前期比２０．８％減）とな

りました。
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２．次期の見通し

今後の我が国経済は、一部の経済指標の改善など景気回復の動きが見られる中、

為替変動に伴う輸出動向、あるいは公共投資の落ち込みによる影響等が懸念され、

まだまだ予断を許さない、厳しい状況が続くものと予想されます。

このような見通しのもと、当社は、今後とも付加価値の高い製品開発を推し進

めるとともに、世界市場に向けて積極的な販売展開に努め、業績の向上を図って

まいります。

次期の業績見通しと致しましては、売上高１，５８０億円、経常利益７６億

５０百万円、当期純利益３５億５０百万円を見込んでおります。

なお次期の為替レートにつきましては、１ＵＳ＄当たり１０５円を予想してお

ります。

３．キャッシュフローの状況

当連結会計期間は、政府の金融緩和政策等により、前連結会計年度に比べて金

融機関の貸出姿勢が若干改善されましたが、依然として続く不況により企業倒産

が増加する等、総じて厳しい状況で推移しました。

このような状況下で、当社は医療、医薬品、器材、ストアの各部門の営業活動

による現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の収入ならびに金融機関か

らの借入により得た収入で、将来のための投資として積極的に生産設備の増強、

効率化ならびに投資有価証券の取得等を行ってまいりました。

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に積極的な

販売展開と経費削減を進めたことにより税金等調整前当期純利益が５９億２９百

万円と高水準であったこと、及び減価償却費７１億２４百万円等により、１４３

億１１百万円の収入超過となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に医療部門、医薬品部門における生

産設備の充実、及びストア部門の新規出店等のための設備投資等による支出が

６１億２６百万円、ならびに当社連結子会社であるニッショーニプロコーポレー

ションの株式取得等による投資有価証券の取得による支出を２０億８２百万円行

ったことにより、９１億６９百万円の支出超過となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度はコマーシャルペーパ

ーの発行残高が９５億円の減少となりましたが、新たに１０５億円の長期借入を

実行したこと及び固定利付ユーロ円債の発行による収入２９億７８百万円等の資

金増加により、５億８０百万円の収入超過となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度期末残高は、前連結会計年度

期末残高に比べ、４２億５１百万円増加し、５９１億６３百万円となりました。

なお、当連結会計年度より「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成している

ため、「営業活動」「投資活動」及び「財務活動」による各キャッシュ・フロー

については、前年同期との比較分析は行っておりません。
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連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成11年3月31日現在 平成12年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

資 産 の 部 ％ ％

流 動 資 産 １１８，２１７ 57.5 １２７，０７２ 58.4 ８，８５５

現 金 及 び 預 金 ５５，１０３ ６１，０９５ ５，９９２

受取手形及び売掛金 ２６，４４３ ２８，１１５ １，６７１

有 価 証 券 １１，９６６ １１，８１４ △ １５１

た な 卸 資 産 ２１，９７８ ２２，２０７ ２２８

繰 延 税 金 資 産 ４７０ １，１６６ ６９５

未 収 消 費 税 等 ２２１ １２５ △ ９６

そ の 他 ２，２３１ ２，７２２ ４９１

貸 倒 引 当 金 △ １９８ △ １７４ ２３

固 定 資 産 ８３，１５２ 40.5 ８３，４９９ 38.4 ３４７

有 形 固 定 資 産 ６２，９１９ 30.6 ６４，４９７ 29.7 １，５７７

建 物 及 び 構 築 物 ２７，４０７ ２７，０７５ △ ３３１

機械装置及び運搬具 １３，５３５ １４，５７３ １，０３７

土 地 １８，８４３ １８，６１７ △ ２２６

建 設 仮 勘 定 ９０２ ２，１６６ １，２６３

そ の 他 ２，２３０ ２，０６３ △ １６６

無 形 固 定 資 産 ７６０ 0.4 ２，０３６ 0.9 １，２７５

営 業 権 １１ １０ △ ０

連 結 調 整 勘 定 ２７９ ９７５ ６９５

そ の 他 ４６９ １，０５０ ５８１

投資その他の資産 １９，４７２ 9.5 １６，９６６ 7.8 △２，５０６

投 資 有 価 証 券 ２，５４０ ７４９ △１，７９１

出 資 金 ２，５８７ ２１９ △２，３６７

長 期 貸 付 金 ８４４ ８１５ △ ２９

繰 延 税 金 資 産 － ２９０ ２９０

長 期 前 払 費 用 １，２９１ ８８８ △ ４０２

差 入 保 証 金 １１，２９９ １３，０８７ １，７８８

そ の 他 １，１２４ １，２１５ ９１

貸 倒 引 当 金 △ ２１５ △ ２９９ △ ８４

為替換算調整勘定 ４，１８８ 2.0 ６，８８１ 3.2 ２，６９３

資 産 合 計 ２０５，５５８ 100.0 ２１７，４５４ 100.0 １１，８９６

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
１．有形固定資産の減価償却累計額 63,745 百万円 67,745 百万円
２．手 形 割 引 高 6,968 〃 6,494 〃
３．受 取 手 形 譲 渡 高 7 〃 8 〃
４．保 証 債 務 の 残 高 468 〃 － 〃
５．担 保 に 供 し て い る 資 産 17,964 〃

－８－



連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成11年3月31日現在 平成12年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

負 債 の 部 ％ ％

流 動 負 債 ７３，３９８ 35.7 ７５，００８ 34.5 １，６０９

支払手形及び買掛金 ２２，２０３ ２５，３６１ ３，１５８

短 期 借 入 金 ２７，２９６ ２９，７０３ ２，４０７

未 払 法 人 税 等 ４４８ ２，８８６ ２，４３８

未 払 金 ２，７３６ ３，０８３ ３４７

未 払 消 費 税 等 － ２０２ ２０２

賞 与 引 当 金 １，４６７ １，４６９ ２

売 上 値 引 引 当 金 ６５６ ６５９ ３

保証債務損失引当金 ４０ － △ ４０

返 品 調 整 引 当 金 ６ ４ △ １

設備関係支払手形 １，１１２ ３，６７０ ２，５５７

コマーシャルペーパー １５，５００ ６，０００ △９，５００

そ の 他 １，９３１ １，９６５ ３４

固 定 負 債 ６４，４７７ 31.4 ７５，５８４ 34.7 １１，１０６

社 債 ４０，０００ ４３，０００ ３，０００

転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ －

長 期 借 入 金 ９，３０８ １５，８５５ ６，５４７

繰 延 税 金 負 債 － ３７２ ３７２

退 職 給 与 引 当 金 １，０６４ １，４８９ ４２４

そ の 他 １，７９８ ２，５６０ ７６２

負 債 合 計 １３７，８７５ 67.1 １５０，５９２ 69.2 １２，７１６

少数株主持分

少 数 株 主 持 分 ２，１１８ 1.0 １，４９３ 0.7 △ ６２４

資 本 の 部

資 本 金 ２２，５６３ 11.0 ２２，５６３ 10.4 －

資 本 準 備 金 ２３，８８６ 11.6 ２３，８８６ 11.0 －

連 結 剰 余 金 １９，１１６ 9.3 １８，９１９ 8.7 △ １９７

自 己 株 式 △ ２ △0.0 △ １ △0.0 １

資 本 合 計 ６５，５６３ 31.9 ６５，３６８ 30.1 △ １９５

負 債 、 少 数 株 主 持 分 ２０５，５５８ 100.0 ２１７，４５４ 100.0 １１，８９６
及 び 資 本 合 計

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
６．自 己 株 式 の 数 2,838 株 1,284 株
７．非連結子会社及び関連会社に係る資産
投 資 有 価 証 券 ( 株 式 ) 1,933 百万円 148 百万円
出 資 金 2,310 〃 － 〃
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連結損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成10年4月１日 自 平成11年4月１日
増 減 金 額

至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

経常損益の部 ％ ％

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高 １４１，６３４ 100.0 １４３，７００ 100.0 ２，０６５

営 業 費 用

売 上 原 価 １０１，９６４ 72.0 １０４，７３３ 72.9 ２，７６９

販売費及び一般管理費 ２９，３２７ 20.7 ３０，３４４ 21.1 １，０１６

営 業 利 益 １０，３４２ 7.3 ８，６２１ 6.0 △１，７２０

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 １，８７０ 1.3 ２，０１５ 1.4 １４５

受 取 利 息 １，２３９ １，３９９ １６０

受 取 配 当 金 ３３４ １９１ △ １４２

そ の 他 ２９６ ４２４ １２８

営 業 外 費 用 ３，３５２ 2.3 ２，７４１ 1.9 △ ６１０

支 払 利 息 ２，１６６ １，８４０ △ ３２６

為 替 差 損 ４７１ ５３３ ６１

そ の 他 ７１３ ３６８ △ ３４６

経 常 利 益 ８，８５９ 6.3 ７，８９５ 5.5 △ ９６４

特別損益の部

特 別 利 益 １８７ 0.1 １０８ 0.1 △ ７８

貸倒引当金戻入益 １０５ ２９ △ ７５

そ の 他 ８２ ７９ △ ３

特 別 損 失 ４，６０６ 3.3 ２，０７４ 1.5 △２，５３２

固定資産売却・除却損 ７７４ ３７９ △ ３９４

特定金銭信託運用損 ２，９３７ － △２，９３７

投資有価証券評価損 ３８５ ５２５ １３９

異 常 製 造 原 価 ３０７ １３７ △ １７０

そ の 他 ２００ １，０３２ ８３１

税 金 等 調 整 前 ４，４４０ 3.1 ５，９２９ 4.1 １，４８９
当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 ２，３８５ 1.7 ４，００４ 2.8 １，６１８及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額 １７４ 0.1 △ ６０７ △0.4 △ ７８２

少 数 株 主 利 益 ８７ 0.0 － △ ８７

少 数 株 主 損 失 － ８８ 0.1 ８８

当 期 純 利 益 １，７９２ 1.3 ２，６２１ 1.8 ８２８

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
営業費用に含まれる研究開発費 2,277 百万円
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連結剰余金計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成10年4月１日 自 平成11年4月１日
増 減 金 額

至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日
科 目

金 額 金 額

連結剰余金期首残高 １８，７８７ １９，０１７ ２２９

連結剰余金期首残高 － １９，１１６ １９，１１６

その他の剰余金期首残高 １８，１８０ － △１８，１８０

利益準備金期首残高 ６０７ － △ ６０７

過年度税効果調整額 － △ ９８ △ ９８

連 結 剰 余 金 増 加 高 ７ ０ △ ６

連結子会社増加に伴う
７ － △ ７

剰 余 金 増 加 高

連結子会社合併に伴う
－ ０ ０

剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高 １，４７１ ２，７２０ １，２４８

配 当 金 １，３４２ １，４５４ １１１

役 員 賞 与 １２８ ６６ △ ６２

（うち監査役賞与） ( ６) （ ３) ( △ ２)

連結子会社増加に伴う
－ １，１９９ １，１９９

剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益 １，７９２ ２，６２１ ８２８

連結剰余金期末残高 １９，１１６ １８，９１９ △ １９７
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連結キャッシュ・フロー計算書

(単位 百万円)

当 期
期 別

自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日

科 目
金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５，９２９
減 価 償 却 費 ７，１２４
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １７８
貸 倒 引 当 金 増 加 額 ４９
有 価 証 券 評 価 損 ３４
受 取 利 息 ・ 配 当 金 △ １，５９０
支 払 利 息 ・ 割 引 料 １，８４０
為 替 差 損 ４６７
有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ ４
そ の 他 の 営 業 外 損 益 １，２２３
売 上 債 権 の 増 加 額 △ １７
た な 卸 資 産 の 減 少 額 ９１４
仕 入 債 務 の 増 加 額 ６２６
そ の 他 の 資 産 の 増 加 額 △ ４３２
そ の 他 の 負 債 の 増 加 額 ８３２
役 員 賞 与 支 払 額 △ ６６
小 計 １７，１０９

利 息 等 の 受 取 額 １，０７４
利 息 等 の 支 払 額 △ １，７１４
そ の 他 の 収 入 １，４８１
そ の 他 の 支 出 △ ２，５８８
法 人 税 等 の 還 付 額 ５１４
法 人 税 等 支 払 額 △ １，５６５
営業活動によるキャッシュ・フロー １４，３１１

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金預入れによる支出 △ １，６４７
定期預金の払戻しによる収入 ４２４
有価証券の取得による支出 △ ６９
有価証券の売却による収入 １１１
固定資産の取得による支出 △ ６，１２６
固定資産の売却による収入 ６４
投資有価証券の取得による支出 △ ２，０８２
出 資 に よ る 支 出 △ １
そ の 他 の 投 資 に よ る 収 入 ２６
貸 付 に よ る 支 出 △ ８３
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ２１３
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９，１６９

財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 １２６
コマーシャルペーパーの純減少額 △ ９，５００
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １０，５００
長期借入金の返済による支出 △ １，９６２
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ２，９７８
自己株式の取得による支出 △ １
ファイナンス･リース債務返済による支出 △ １０７
配 当 金 の 支 払 額 △ １，４５２
財務活動によるキャッシュ・フロー ５８０

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １，４７１
現金及び現金同等物の増加額 ４，２５１
現金及び現金同等物の期首残高 ５４，３２８
新規連結子会社に係る現金及び ５７４

現金同等物の期首残高
被合併会社に係る現金及び ９現金同等物の受入額
現金及び現金同等物の期末残高 ５９，１６３
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連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社は次の１６社であります。

・株式会社ニプロ ・ニプロ医工株式会社
・ニッショーニプロコーポレーション ・福州尼普洛有限公司
・尼普洛（上海）有限公司 ・ニプロメディカルＬＴＤＡ．
・ニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ． ・ニプロメディカルコーポレーション
・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ． ・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V
・菱山製薬株式会社 ・菱山製薬販売株式会社
・新和商事株式会社 ・上海日硝保温瓶胆有限公司
・株式会社ニッショードラッグ ・株式会社ニッショーアルダー

なお、ニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ．、ニプロメディカルコーポレーション、ニプロ
メディカルパナマＳ．Ａ．、ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.Vおよび上海日硝保温瓶胆有
限公司は、重要性が増加したため当連結会計年度から連結の範囲に含めることといたしました。

（２）非連結子会社はニッショー保険サービス株式会社等３社であります。

非連結子会社３社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、当期純損益及び
剰余金（最近５年間平均）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社について、持分法を適用した会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外子会社であるニッショーニプロコーポレーション（タイ国）、福州
尼普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（中華人民共和国）、
ニプロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル連邦共和国）、ニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ．
（ベルギー王国）、ニプロメディカルコーポレーション（米国）、ニプロメディカルパナマＳ．
Ａ．（パナマ共和国）およびニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V（メキシコ合衆国）の決算
日は、１２月３１日であります。連結財務諸表作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用
し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券
取引所の相場のある有価証券 …… 総平均法による低価法（洗い替え方式）
そ の 他 の 有 価 証 券 …… 総平均法による原価法

② た な 卸 資 産
医療及び医薬品部門 … 主として総平均法による原価法

一部について先入先出法による原価法
器 材 部 門 … 主として総平均法による原価法
ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法

一部について最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………… 主として法人税法の規定に基づく定率法
ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）について
は定額法によっております。また、在外子会社９社については
各国の税法に基づいた定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に規定する実
績繰入率による繰入限度額のほか個別の債権についても回収の可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ただし、当期は経過措置の法定繰入率が実績繰入率を超えてお
り、法定繰入率による繰入限度相当額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期対
応額を計上しております。
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③売 上 値 引 引 当 金 …… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれ
る売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

④退 職 給 与 引 当 金 …… 従業員の退職給与に充てるため、自己都合退職による期末要支
給額の４０％を計上しております。ただし、連結子会社である㈱
ニプロおよびニプロ医工㈱は自己都合退職による期末要支給額の
７０％を計上しております。
（会計方針の変更）
連結子会社である㈱ニプロとニプロ医工㈱は従来自己都合退職
による期末要支給額の４０％を退職給与引当金に計上しておりま
したが、当連結会計年度において自己都合退職による期末要支給
額の７０％を計上する方法に変更いたしました。この変更は、従
業員の残存勤続年数の短期化に伴い期間損益の適正化と財務体質
の健全化を図るために行いました。
この変更により、従来の方法によった場合と比較して経常利益
は１６百万円、税金等調整前当期純利益は４２５百万円、当期純
利益は２４８百万円いずれも少なく計上されております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基
づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）

税効果会計の適用

当連結会計年度から税効果会計を適用しております。この変更に伴い、前期に比べ、資産は
１，４５６百万円、負債は３７２百万円多く、当期純利益は６０７百万円、連結剰余金期末残
高は５０８百万円多く計上されております。
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リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 6,966 百万円 5,705 百万円

減価償却累計額相当額 4,062 〃 3,533 〃

期 末 残 高 相 当 額 2,903 〃 2,171 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 972 百万円 886 百万円

１ 年 超 2,718 〃 2,717 〃

計 3,690 〃 3,604 〃

支 払 リ ー ス 料 1,102 百万円 1,106 百万円

減価償却費相当額 956 百万円 1,264 百万円

支 払 利 息 相 当 額 101 百万円 123 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

（１）前期（自 平成１０年４月１日 至 平成１１年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

64,729 11,969 11,906 51,199 1,830 141,634 － 141,634
対 す る 売 上 高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部

20 － 964 － 329 1,314 ( 1,314) －
売上高又は振替高

計 64,750 11,969 12,871 51,199 2,159 142,949 ( 1,314) 141,634

営 業 費 用 52,478 11,898 11,091 50,311 2,039 127,819 3,473 131,292

営 業 利 益 12,272 70 1,780 887 119 15,130 ( 4,788) 10,342

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 64,752 19,066 13,098 29,487 3,217 129,623 75,934 205,558

減 価 償 却 費 3,280 1,380 485 889 124 6,160 520 6,680

資 本 的 支 出 3,982 3,189 768 1,823 92 9,856 2,505 12,362

（２）当期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

65,718 13,477 12,021 51,033 1,448 143,700 － 143,700
対 す る 売 上 高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部

22 － 995 － 203 1,221 ( 1,221) －
売上高又は振替高

計 65,740 13,477 13,017 51,033 1,652 144,921 ( 1,221) 143,700

営 業 費 用 55,318 12,962 11,259 50,396 1,559 131,496 3,582 135,078

営 業 利 益 10,421 515 1,757 637 92 13,425 ( 4,803) 8,621

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 73,639 20,895 12,947 32,447 3,543 143,474 73,980 217,454

減 価 償 却 費 3,519 1,332 529 963 92 6,437 687 7,124

資 本 的 支 出 4,695 1,286 740 1,502 － 8,224 238 8,462
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（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称
事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。
各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 お よ び 商 品 名

医 療 人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品、ビタミン剤、循環器管用剤等

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子、小型電球用バルブ、硝子食器、家庭用品、建材、ゴム栓等

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等

そ の 他 医療用器具製造機械、不動産賃貸料、スポーツクラブ会費収入等

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結
会計年度４，７８８百万円、当連結会計年度４，８０３百万円であり、その主なもの
は、それぞれ親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用でありま
す。
３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度
７６，１７４百万円、当連結会計年度７４，２２０百万円であり、その主なものは、
それぞれ親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価
証券）、試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。
４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額を含んでおります。
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２．所在地別のセグメント情報

（１）前期（自 平成１０年４月１日 至 平成１１年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
140,867 196 － 571 141,634 － 141,634

対 す る 売 上 高

( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
1,421 40 － 6,349 7,812 ( 7,812) －

売上高又は振替高

計 142,288 237 － 6,920 149,446 ( 7,812) 141,634

営 業 費 用 128,078 452 － 5,841 134,372 ( 3,079) 131,292

営 業 利 益 又 は
14,210 △ 215 － 1,079 15,074 ( 4,732) 10,342

営 業 損 失 ( △ )

Ⅱ資 産 116,233 1,579 － 13,520 131,332 74,225 205,558

（２）当期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
136,225 2,208 3,912 1,354 143,700 － 143,700

対 す る 売 上 高

( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
6,528 102 28 5,592 12,251 ( 12,251) －

売上高又は振替高

計 142,754 2,310 3,940 6,946 155,952 ( 12,251) 143,700

営 業 費 用 128,570 2,511 4,256 7,300 142,638 ( 7,559) 135,078

営 業 利 益 又 は
14,183 △ 200 △ 315 △ 353 13,313 ( 4,692) 8,621

営 業 損 失 ( △ )

Ⅱ資 産 121,090 4,355 2,802 18,924 147,173 70,281 217,454

(注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域
ア メ リ カ ………… 米国、ブラジル連邦共和国
ヨーロッパ ………… ベルギー王国
ア ジ ア ………… 中華人民共和国、タイ国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結
会計年度４，７８８百万円、当連結会計年度４，８０３百万円であり、その主なもの
は、それぞれ親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用でありま
す。
４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度
７６，１７４百万円、当連結会計年度７４，２２０百万円であり、その主なものは、
それぞれ親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価
証券）、試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。
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３．海外売上高

（１）前期（自 平成１０年４月１日 至 平成１１年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 14,453 9,156 3,395 27,005

Ⅱ 連 結 売 上 高 141,634

Ⅲ 連結売上高に占める
10.2％ 6.5％ 2.4％ 19.1％

海外売上高の割合

（２）当期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 14,496 13,870 3,889 32,256

Ⅱ 連 結 売 上 高 143,700

Ⅲ 連結売上高に占める
10.1％ 9.7％ 2.7％ 22.5％

海外売上高の割合

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域
ア メ リ カ ………… 米国、カナダ、ブラジル連邦共和国
ヨーロッパ ………… ベルギー王国、デンマーク、ドイツ
ア ジ ア ………… 中華人民共和国、台湾、タイ国

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
あります。
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生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

当期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日）
(単位 百万円)

品 名 生 産 高

医 療 人工腎臓透析器、血液回路等 ５１，８０８

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品等 １２，１３４

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子等 ３，２８７

そ の 他 医療用器具製造機械等 ４０８

合 計 ６７，６３８

（注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績

当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。

３．販売実績

当期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日）
(単位 百万円)

品 名 販 売 高

医 療 人工腎臓透析器、血液回路等 ６５，７１８

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品等 １３，４７７

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子等 １２，０２１

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜等 ５１，０３３

そ の 他 医療用器具製造機械等 １，４４８

合 計 １４３，７００

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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有価証券の時価等

(単位 百万円)

当 期
(平成12年3月31日現在)

種 類 連 結
貸借対照表 時 価 評価損益
計 上 額

流動資産に属するもの

株 式 １０，０５８ ２１，８９６ １１，８３８
債 券 － － －
そ の 他 １，７４１ １，３６２ △ ３７８

小 計 １１，７９９ ２３，２５９ １１，４５９

固定資産に属するもの

株 式 ９０ １８１ ９０
債 券 － － －
そ の 他 － － －

小 計 ９０ １８１ ９０

合 計 １１，８９０ ２３，４４０ １１，５４９

（注）１．時価（時価相当額を含む）算定方法
上 場 有 価 証 券 主に、東京証券取引所の最終価格であります。
店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。
非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

流動資産に属するもの
（ 当 期 ）

割 引 金 融 債 14 百万円

固定資産に属するもの
（ 当 期 ）

店頭売買株式を除く
658 百万円

非 上 場 株 式
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金 利 関 連 (単位 百万円)

区 当 期
（平成12年3月31日現在）

種 類
契 約 額 等

時 価 評 価 損 益
分 うち１年超

市
場 金利スワップ取引
取
引 受取固定・

２５，０００ ２５，０００ △ ８３ △ ８３
以 支 払 変 動
外
の 受取変動・

１５，０００ １５，０００ △ ７２０ △ ７２０
取 支 払 変 動
引

合 計 ４０，０００ ４０，０００ △ ８０３ △ ８０３

（注）時価の算定方法

金利スワップ取引における契約額等(想定元本)は取引相手との実際の交換金額を表す数字ではな

いため、当社における市場リスク、信用リスクを測る指標ではありません。

金利スワップ取引の時価及び評価損益は取引金融機関の提示値を使用しております。

この時価及び評価損益は金利スワップ契約の満了までの期間を考慮した市場レートから妥当と判

断できる評価額であって、将来受払いする実際の金額を表すものではありません。また時価及び評

価損益は金利スワップ取引部分の価値を表しており、被ヘッジ資産・負債を合わせた価値を表すも

のではありません。

関連当事者との取引

当連結会計年度（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日）

子 会 社 等

会 社 名 事 業 の 議決権等の 関 係 内 容
属 性 資 本 金 内容又は

（住 所） 職 業 所 有 割 合 役員の兼務等 事業上の関係

１１０百万円 医療用器具 兼任 ３人 医療用器具
子会社 ニッショーニプロ 直接 100.0％
アジアＰＴＥ ＬＴＤ １，２５０千 の販売 出向 １人 の販売

シンガポードル

シンガポール共和国

シンガポール市 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

営 業 取 引 医療用器具の販売 ８５３百万円 売 掛 金 ３３６百万円

（注）１．役員の兼務等については、当連結会計年度末現在で記載しております。
２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等
医療用器具の販売についての価格その他の取引条件は、市場動向等を勘案して、定期的
に協議し決定しております。
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平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 25日

上   場   会   社   名    株式会社ニッショー 上場取引所 東 大

コード番号    8086 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　　山部　哲彦 TEL (06) 6372 - 2331
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 25日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 117,535 △ 3.2 8,428 △ 11.4 7,613 △ 5.2

11年 3月期 121,415 1.8 9,517 24.2 8,029 13.6

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 3,906 83.7 69.82 62.20 5.3 3.8 6.5

11年 3月期 2,126 △ 38.3 38.01 32.98 2.9 4.4 6.6

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    55,956,987 株          11年 3月期    55,956,987 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 34.50 17.00 17.50 1,930 49.4 2.6

11年 3月期 19.00 10.00 9.00 1,063 50.0 1.5

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 208,969 75,540 36.1 1,349.97

11年 3月期 195,729 73,058 37.3 1,305.62

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    55,956,987　株　　　11年 3月期    55,956,987株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 60,000 3,350 1,850 16.50 － －

通　　期 124,500 7,000 3,800 － 17.00 33.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            67  円 91  銭
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貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成11年3月31日現在 平成12年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

資 産 の 部 ％ ％

流 動 資 産 １０５，８５５ 54.1 １１２，８５５ 54.0 ６，９９９

現 金 及 び 預 金 ４６，４７５ ４９，３３４ ２，８５８
受 取 手 形 １６，０７９ １７，７７２ １，６９２
売 掛 金 １８，７７１ ２０，３５５ １，５８３
有 価 証 券 １２，５１９ １２，３８１ △ １３８
商 品 ・ 製 品 ８，０２８ ７，６８０ △ ３４７
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 １，４５３ １，２３０ △ ２２３
仕 掛 品 ７７６ ９５０ １７３
前 払 費 用 １５４ １４１ △ １３
繰 延 税 金 資 産 － ５４０ ５４０
未 収 収 益 １８２ ６２６ ４４４
未 収 入 金 １，４３９ １，３３１ △ １０７
未 収 消 費 税 等 １３３ ２９ △ １０３
自 己 株 式 ２ １ △ １
そ の 他 １１４ ７１０ ５９６
貸 倒 引 当 金 △ ２７６ △ ２３１ ４５

固 定 資 産 ８９，８７４ 45.9 ９６，１１４ 46.0 ６，２４０

有 形 固 定 資 産 ３８，７６６ 19.8 ３８，８７２ 18.6 １０６

建 物 １６，０４０ １５，６５６ △ ３８３
構 築 物 ５８７ ５６６ △ ２０
機 械 及 び 装 置 ６，２６９ ７，０６８ ７９８
車 輌 及 び 運 搬 具 ６０ ４９ △ １１
工具器具及び備品 １，３１８ １，０３９ △ ２７９
土 地 １４，２３４ １４，２４１ ６
建 設 仮 勘 定 ２５４ ２４９ △ ４

無 形 固 定 資 産 ２２４ 0.1 ２８１ 0.1 ５６

営 業 権 １１ ８ △ ２
特 許 権 ７３ ５７ △ １６
借 地 権 １５ １５ －
ソ フ ト ウ ェ ア － ９２ ９２
電 話 加 入 権 ２０ ２０ △ ０
そ の 他 １０３ ８７ △ １６

投資その他の資産 ５０，８８３ 26.0 ５６，９６０ 27.3 ６，０７７

投 資 有 価 証 券 ５０８ ５０８ △ ０
関 係 会 社 株 式 ２４，３０６ ２９，２４４ ４，９３７
関 係 会 社 出 資 金 ９，６５９ １０，０５８ ３９８
長 期 貸 付 金 ４，３５４ ４，１４５ △ ２０８
長 期 前 払 費 用 ９３８ ７０６ △ ２３１
繰 延 税 金 資 産 － ４７ ４７
差 入 保 証 金 １０，２１３ １１，４３０ １，２１７
そ の 他 １，０３７ ９７９ △ ５８
貸 倒 引 当 金 △ １３５ △ １６０ △ ２５

資 産 合 計 １９５，７２９ 100.0 ２０８，９６９ 100.0 １３，２４０
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貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成11年3月31日現在 平成12年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

負 債 の 部 ％ ％

流 動 負 債 ６４，２３０ 32.8 ６４，３３４ 30.8 １０４

支 払 手 形 １１，１２０ １１，７４６ ６２６
買 掛 金 １２，１２５ １２，７４７ ６２１
短 期 借 入 金 １９，６７２ ２１，７２８ ２，０５６

１年以内返済予定の １５９ ２，２６２ ２，１０３長 期 借 入 金
未 払 金 ２，０８２ ２，５４７ ４６４
未 払 法 人 税 等 １０１ ２，５１３ ２，４１１
未 払 費 用 ７３１ ７７５ ４４
前 受 金 ５３ ７６ ２３
賞 与 引 当 金 ８２２ ８７６ ５３
売 上 値 引 引 当 金 ６５６ ６５９ ３
保証債務損失引当金 ４０ － △ ４０
設備関係支払手形 ８１１ ２，０４８ １，２３７
コマーシャルペーパー １５，５００ ６，０００ △９，５００
そ の 他 ３５２ ３５１ △ １

固 定 負 債 ５８，４４０ 29.9 ６９，０９５ 33.1 １０，６５４

社 債 ４０，０００ ４３，０００ ３，０００
転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ －
長 期 借 入 金 ４，５０６ １１，６３３ ７，１２７
退 職 給 与 引 当 金 ４３４ ４１０ △ ２３
預 り 保 証 金 １，１９２ １，７４３ ５５０

負 債 合 計 １２２，６７１ 62.7 １３３，４２９ 63.9 １０，７５８

資 本 の 部

資 本 金 ２２，５６３ 11.5 ２２，５６３ 10.8 －
資 本 準 備 金 ２３，８８６ 12.2 ２３，８８６ 11.4 －
利 益 準 備 金 ７５３ 0.4 ９０５ 0.4 １５１
そ の 他 の 剰 余 金 ２５，８５４ 13.2 ２８，１８４ 13.5 ２，３２９
任 意 積 立 金 ２３，９２０ ２３，９３４ １３
配 当 積 立 金 １６ １６ －
特 別 償 却 準 備 金 ２９２ １９０ △ １０２
固定資産圧縮積立金 １２２ ５６ △ ６５
海外投資等損失準備金 １，９５４ １，１３５ △ ８１９
別 途 積 立 金 ２１，５３５ ２２，５３５ １，０００
当 期 未 処 分 利 益 １，９３３ ４，２５０ ２，３１６

資 本 合 計 ７３，０５８ 37.3 ７５，５４０ 36.1 ２，４８１

負 債 ・ 資 本 合 計 １９５，７２９ 100.0 ２０８，９６９ 100.0 １３，２４０
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損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成10年4月１日 自 平成11年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日 増減率
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

経常損益の部 ％ ％

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益
売 上 高 １２１，４１５ 100.0 １１７，５３５ 100.0 △３，８７９ △ 3.2
営 業 費 用
売 上 原 価 ９３，７４８ 77.2 ９１，５３９ 77.9 △２，２０８ △ 2.4
販売費及び一般管理費 １８，１５０ 15.0 １７，５６７ 14.9 △ ５８２ △ 3.2

営 業 利 益 ９，５１７ 7.8 ８，４２８ 7.2 △１，０８８ △11.4

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 １，６０４ 1.3 １，８９１ 1.6 ２８７ 17.9
受 取 利 息 ９４１ １，３０５ ３６４
受 取 配 当 金 ４１４ ２４６ △ １６７
有 価 証 券 売 却 益 ９ － △ ９
そ の 他 ２３９ ３３９ １００
営 業 外 費 用 ３，０９１ 2.5 ２，７０６ 2.3 △ ３８４ △12.5
支 払 利 息 割 引 料 ５０３ ４０１ △ １０１
社 債 利 息 １，３８８ １，１７７ △ ２１０
有 価 証 券 評 価 損 １３１ ３４ △ ９６
社 債 発 行 費 １３６ ２１ △ １１４
有 価 証 券 売 却 損 ２４４ ２０ △ ２２４
為 替 差 損 ５９７ ９３８ ３４１
そ の 他 ９０ １１１ ２０

経 常 利 益 ８，０２９ 6.6 ７，６１３ 6.5 △ ４１６ △ 5.2

特別損益の部

特 別 利 益 ７３ 0.0 ２５ 0.0 △ ４７
固 定 資 産 売 却 益 － ６ ６
貸倒引当金戻入益 ７１ １８ △ ５３
そ の 他 １ － △ １
特 別 損 失 ４，１５８ 3.4 ８６２ 0.7 △３，２９５
固定資産売却・除却損 ７５４ ３０６ △ ４４７
特定金銭信託運用損 ２，９３７ － △２，９３７
関係会社株式評価損 ３５０ ５１８ １６８
そ の 他 １１６ ３７ △ ７８

税引前当期純利益 ３，９４４ 3.2 ６，７７６ 5.8 ２，８３１ 71.8
法人税、住民税及び事業税 １，８１７ 1.5 ３，３６３ 2.9 １，５４５
法 人 税 等 調 整 額 － － △ ４９３ △0.4 △ ４９３
当 期 純 利 益 ２，１２６ 1.7 ３，９０６ 3.3 １，７７９ 83.7
前 期 繰 越 利 益 ４２２ ２９８ △ １２３
過年度税効果調整額 － ９３ ９３
税効果会計適用に伴う － ９９７ ９９７
準 備 金 等 取 崩 高
中 間 配 当 額 ５５９ ９５１ ３９１
中 間 配 当 に 伴 う ５５ ９５ ３９利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益 １，９３３ ４，２５０ ２，３１６
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利益処分案

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成10年4月１日 自 平成11年4月１日
増 減 金 額

至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日
科 目

金 額 金 額

当 期 未 処 分 利 益 １，９３３ ４，２５０ ２，３１６

任 意 積 立 金 取 崩 額 ９９ ４７５ ３７６

特 別 償 却 準 備 金 ７４ ４７ △ ２６

固定資産圧縮積立金 ２４ ８ △ １６

海外投資等損失準備金 － ４１９ ４１９

合 計 ２，０３３ ４，７２５ ２，６９２

利 益 処 分 額 １，７３４ ４，２５９ ２，５２５

利 益 準 備 金 ５６ １０８ ５１

株 主 配 当 金 ５０３ ９７９ ４７５

（ １ 株 に つ き ） ( ９．００円) ( １７．５０円) ( ８．５０円)

役 員 賞 与 金 ６３ １０７ ４３

（うち監査役賞与） ( ３) （ ６) ( ２)

特 別 償 却 準 備 金 １１０ ６３ △ ４６

別 途 積 立 金 １，０００ ３，０００ ２，０００

次 期 繰 越 利 益 ２９８ ４６６ １６７

（注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金および海外投資等損失準備金は、租税特別措置
法の規定に基づくものであります。
２．平成１１年１２月１０日に９億５１百万円（１株につき１７円）の中間配当を実施い
たしました。

部門別売上高および構成比率
(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成10年4月１日 自 平成11年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日 増減率
部 門

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
医 療 部 門 ５５，９０４ 46.1 ５５，８０３ 47.5 △ １０１ △ 0.2

医 薬 品 部 門 ６，１４５ 5.1 ６，５４６ 5.6 ４０１ 6.5

器 材 部 門 １２，３０４ 10.1 １１，８１１ 10.0 △ ４９３ △ 4.0

ス ト ア 部 門 ４５，０９１ 37.1 ４１，６１９ 35.4 △３，４７１ △ 7.7

そ の 他 １，９６９ 1.6 １，７５５ 1.5 △ ２１３ △10.9

合 計 １２１，４１５ 100.0 １１７，５３５ 100.0 △３，８７９ △ 3.2

( う ち 輸 出 高 ) (２６，２３８) 21.6 (２４，７８０) 21.1 (△１，４５７) △ 5.6
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のある有価証券 …………… 総平均法による低価法（洗い替え方式）

取引所の相場のない有価証券 …………… 総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品

医 療 事 業 部 ……… 先入先出法による原価法

器 材 事 業 部 ……… 総平均法による原価法

ス ト ア 事 業 部 ……… 売価還元法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ……… 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ……… 法人税法の規定に基づく定率法
ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０
年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）につ
いては定額法によっております。

無 形 固 定 資 産 ……… 法人税法の規定に基づく定額法
ただし、前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に
含めて表示していた自社利用のソフトウェアについては、当
期において無形固定資産に変更し、減価償却の方法について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

長 期 前 払 費 用 ……… 法人税法の規定に基づく定額法

４．繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費 ……… 支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に規定す
る実績繰入率による繰入限度額のほか個別の債権についても
回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ただし、当期は経過措置の法定繰入率が実績繰入率を超え
ており、法定繰入率による繰入限度相当額を計上しておりま
す。

賞 与 引 当 金 ……… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当
期対応額を計上しております。

売 上 値 引 引 当 金 ……… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込
まれる売上値引等に備えるため、その見込額を計上しており
ます。

保証債務損失引当金 ……… 保証債務に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の
実情を勘案し、その見込額を計上しております。

退 職 給 与 引 当 金 ……… 従業員の退職給与に充てるため、自己都合退職による期末
要支給額の４０％を計上しております。
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６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）税効果会計の適用

当期から税効果会計を適用しております。この変更に伴い、前期に比べ、資産は５８７
百万円多く、当期純利益は４９３百万円多く、当期未処分利益は１，５８４百万円多く計上
されております。

（２）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 1,855 百万円 2,063 百万円

減価償却累計額相当額 1,248 〃 1,336 〃

期 末 残 高 相 当 額 606 〃 727 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 351 百万円 378 百万円

１ 年 超 604 〃 710 〃

計 955 〃 1,088 〃

支 払 リ ー ス 料 464 百万円 444 百万円

減価償却費相当額 396 百万円 449 百万円

支 払 利 息 相 当 額 34 百万円 32 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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注 記 事 項

貸借対照表関係

（ 前 期 ） （ 当 期 ）
１．有形固定資産の減価償却累計額 40,260 百万円 42,423 百万円

２．子会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 24,553 百万円 26,944 百万円

長 期 金 銭 債 権 4,220 〃 4,038 〃

短 期 金 銭 債 務 5,307 〃 5,434 〃

３．主 な 外 貨 建 資 産

売 掛 金 33 百万US$ 59 百万US$

子 会 社 株 式 2,200 百万タイバーツ 2,600 百万タイバーツ

４．担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 8,522 百万円 9,664 百万円

土 地 4,220 〃 5,600 〃

５．保 証 債 務 の 残 高 6,586 百万円 7,071 百万円

６．手 形 割 引 高 3,952 百万円 1,376 百万円

７．自 己 株 式 の 株 数 2,838 株 1,284 株

損益計算書関係
（ 前 期 ） （ 当 期 ）

１．子 会 社 と の 取 引 高

売 上 高 36,862 百万円 36,801 百万円

仕 入 高 18,744 〃 17,968 〃

その他の営業取引高 235 〃 194 〃

営業取引以外の取引高 201 〃 492 〃

２．営業費用に含まれる研究開発費 2,147 百万円
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役員の異動

平成１２年６月２９日付異動予定

新任取締役候補

続葛 修一 （現 株式会社ニプロ 代表取締役社長）

佐野 嘉彦 （現 株式会社ニプロ 取締役 営業副本部長）

箭内 正孝 （現 ニプロ医工株式会社 代表取締役社長）

渡辺 紀明 （現 医療事業部 国際第一営業部長）

若槻 一男 （現 医療事業部 国際第二営業部長）

服部 博行 （現 総合研究所長）

以 上
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